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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第16期
第１四半期
累計期間

第17期
第１四半期
累計期間

第16期

会計期間
自平成28年４月１日
至平成28年６月30日

自平成29年４月１日
至平成29年６月30日

自平成28年４月１日
至平成29年３月31日

売上高 （千円） 2,533,098 2,438,888 10,567,996

経常利益 （千円） 262,969 235,913 1,421,904

四半期(当期)純利益 （千円） 173,599 152,932 977,682

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 792,102 792,102 792,102

発行済株式総数 （株） 5,216,800 5,216,800 5,216,800

純資産額 （千円） 5,849,709 6,728,363 6,627,708

総資産額 （千円） 6,969,378 7,782,643 8,123,012

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 33.28 29.32 187.41

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 15.0

自己資本比率 （％） 83.9 86.5 81.6

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △109,074 118,855 808,027

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △81,931 △32,696 △215,580

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △51,151 △51,173 △78,409

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 4,438,305 5,229,485 5,194,499

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会

社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

（1）業績の状況

当第１四半期累計期間における世界経済は、米国では雇用環境の改善や堅調な個人消費を背景に拡大基調を維持

し、欧州では全般に緩やかな拡大を続けているものの、Ｂｒeｘiｔによって、政治や経済に対する不透明感が高ま

りました。一方、中国では経済が減速基調になり、東南アジアの各国においても、資源価格の下落などで厳しい状

況が続きました。

日本においては、大企業を中心に設備投資の増加や雇用の改善は進んだものの、個人消費は伸び悩み、デフレ脱

却も道半ばであり、景気は足踏み状態が続きました。

このような経済環境下ではありますが、企業におけるソフトウェア開発は依然として活発に行われている状況

で、製造業においては、ＩｏＴなどの動きに対応した製品やシステムの開発が更に活発となっております。また、

企業向けのソフトウェア開発では、既存システム開発に加え、クラウドを活用したサービス開発も増加していま

す。一方、ＩＴエンジニアの慢性的不足が事業拡大をする上で大きな課題となっています。

当社は、こうしたお客様の製品やシステムにおけるソフトウェア品質の向上を図るべく、事業活動を進めており

ます。当社の検証業務をサービス提供先の分野別売上高で見ると、注力している自動車分野では、次世代車載情報

通信システム（ＩＶＩシステム=In-Vehicle Infotainment system、「情報の提供」と「娯楽の提供」を実現する

システムの総称）の大型案件が終息し、前年同期に比べ減少しましたが、ＩＶＩシステム並びに車載関連での引き

合いは依然活況で新たな案件にシフトしている状況です。

もうひとつの注力分野であるエンタープライズ向けアプリケーション分野では、既存システムや派生システムの

開発に加え、クラウドを活用したシステムやサービス開発が活況に推移しており、こうしたシステム開発の検証

ニーズに対応することで、前年同期に比べ増加いたしました。

ＡＶ機器やモバイル通信機器等のデジタル機器分野では、ＩｏＴなどの新たな潮流もあり、お客様の製品開発等

も活発化し、前年同期に比べ増加いたしました。

産業機器・その他の分野については、産業機械、輸送機器など全体として弱含みで推移した結果、前年同期に比

べ減少いたしました。

このような事業活動により、当第１四半期累計期間の売上高は2,438,888千円（前年同期比3.7％減）となりまし

た。また、自動車分野やエンタープライズ向けアプリケーション分野では堅調な引き合いがあり、受注残高は

2,504,021千円（同 20.1％増）となりました。

検証業務が急拡大する中で、人材の確保・育成は重要な課題であると認識しております。当社ではエンジニアの

中途採用やビジネスパートナーの活用を積極的に行っており、検証業務のレベルを維持・向上させる為に、プロ

ジェクト支援やエンジニアへの技術教育を実施するための部門を強化することを行っております。更に当社サービ

スの付加価値を上げていく為に、ＩＴを活用した新たな検証サービスや検証ツールの開発・提供もスタートしてお

ります。こうした費用を計上した結果、売上原価は1,829,817千円となり、売上総利益は609,070千円（前年同期比

5.0%減）となりました。

販売費及び一般管理費におきましては、各種展示会やイベント等へ出展するマーケティング活動や人材の採用・

育成を進めているものの、販売費及び一般管理費は374,654千円（同1.4％減）となりました。

以上のような結果、当第１四半期累計期間の営業利益は234,416千円（同10.4％減）、経常利益は235,913千円

（同10.3％減）となり、法人税等を差し引いた四半期純利益は152,932千円（同11.9％減）となりました。
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（2）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期累計期間末における現金及び現金同等物の残高は、5,229,485千円となりました。

当第１四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況は、以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、118,855千円の増加となりました。これは主に

賞与引当金の減少及び法人税等の支払により減少したものの売上債権の減少及び税引前四半期純利益の計上により

増加したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期累計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、32,696千円の減少となりました。これは主に

無形固定資産及び有形固定資産の取得による支出により減少したことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期累計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、51,173千円の減少となりました。これは主に

配当金の支払によるものであります。

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題に重要な変更はありません。

（4）研究開発活動

当第１四半期累計期間における研究開発費は、2,024千円であります。

なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,800,000

計 12,800,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成29年８月４日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 5,216,800 5,216,800
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 5,216,800 5,216,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年４月１日～

平成29年６月30日
－ 5,216,800 － 792,102 － 775,852

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式5,215,100 52,151 －

単元未満株式 普通株式   1,700 － －

発行済株式総数 5,216,800 － －

総株主の議決権 － 52,151 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式44株含まれております。

②【自己株式等】

該当事項はありません。
 
 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、四半期財務諸表等規則第４条の２第２項により、四半期キャッシュ・フロー計算書を作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成29年４月１日から平成29

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について
四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,581,669 1,515,661

関係会社預け金 ※ 3,612,830 ※ 3,713,823

売掛金 1,950,439 1,489,402

仕掛品 21,401 143,149

前払費用 116,456 173,504

繰延税金資産 189,207 118,808

その他 57,945 32,145

流動資産合計 7,529,950 7,186,495

固定資産   

有形固定資産 94,795 92,145

無形固定資産 244,779 248,123

投資その他の資産   

投資有価証券 1,050 －

関係会社株式 80,611 80,611

従業員に対する長期貸付金 4,063 3,610

前払年金費用 － 2,845

繰延税金資産 10,932 8,094

敷金及び保証金 156,828 160,717

投資その他の資産合計 253,486 255,878

固定資産合計 593,062 596,147

資産合計 8,123,012 7,782,643

負債の部   

流動負債   

買掛金 317,505 287,740

未払金 17,947 12,154

未払費用 193,646 213,645

未払法人税等 301,290 20,450

未払消費税等 136,989 106,056

前受金 44,420 64,447

預り金 22,095 139,606

賞与引当金 454,000 208,000

その他 1,196 2,177

流動負債合計 1,489,093 1,054,279

固定負債   

退職給付引当金 6,210 －

固定負債合計 6,210 －

負債合計 1,495,304 1,054,279

純資産の部   

株主資本   

資本金 792,102 792,102

資本剰余金 775,852 775,852

利益剰余金 5,059,945 5,160,710

自己株式 △191 △301

株主資本合計 6,627,708 6,728,363

純資産合計 6,627,708 6,728,363

負債純資産合計 8,123,012 7,782,643
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

 当第１四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

売上高 2,533,098 2,438,888

売上原価 1,891,716 1,829,817

売上総利益 641,382 609,070

販売費及び一般管理費 ※ 379,811 ※ 374,654

営業利益 261,571 234,416

営業外収益   

受取利息 1,268 1,037

その他 309 460

営業外収益合計 1,578 1,497

営業外費用   

為替差損 28 －

雑損失 151 0

営業外費用合計 180 0

経常利益 262,969 235,913

特別損失   

投資有価証券売却損 － 490

特別損失合計 － 490

税引前四半期純利益 262,969 235,423

法人税、住民税及び事業税 7,096 9,253

法人税等調整額 82,273 73,237

法人税等合計 89,369 82,490

四半期純利益 173,599 152,932
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

 当第１四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 262,969 235,423

減価償却費 18,560 25,227

賞与引当金の増減額（△は減少） △226,000 △246,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） △8,775 △6,210

前払年金費用の増減額（△は増加） － △2,845

受取利息 △1,268 △1,037

投資有価証券売却損益（△は益） － 490

売上債権の増減額（△は増加） 101,018 461,036

たな卸資産の増減額（△は増加） △17,277 △121,748

仕入債務の増減額（△は減少） △3,550 △29,765

前払費用の増減額（△は増加） △56,062 △57,047

未払費用の増減額（△は減少） △5,049 19,999

未払消費税等の増減額（△は減少） △33,819 △30,933

その他 105,714 131,808

小計 136,457 378,398

利息及び配当金の受取額 1,378 1,039

法人税等の支払額 △246,911 △260,581

営業活動によるキャッシュ・フロー △109,074 118,855

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △7,543 △5,861

無形固定資産の取得による支出 △53,359 △23,291

敷金及び保証金の回収による収入 7,223 10

敷金及び保証金の差入による支出 △28,496 △4,548

投資有価証券の売却による収入 － 560

従業員に対する貸付金の回収による収入 246 435

投資活動によるキャッシュ・フロー △81,931 △32,696

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △191 △109

配当金の支払額 △50,959 △51,063

財務活動によるキャッシュ・フロー △51,151 △51,173

現金及び現金同等物に係る換算差額 △28 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △242,186 34,985

現金及び現金同等物の期首残高 4,680,491 5,194,499

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 4,438,305 ※ 5,229,485
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【注記事項】

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（四半期貸借対照表関係）

※　関係会社預け金はＳＣＳＫグループの資金効率化を目的とした「ＳＣＳＫグループ・キャッシュマネジメン

トシステム」（以下「ＣＭＳ」という。）による預け入れであります。なお、当該預け先は、ＣＭＳの母体

であるＳＣＳＫ株式会社であります。

（四半期損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は以下のとおりであります。

 
　前第１四半期累計期間
（自 平成28年４月１日
　　至 平成28年６月30日）

　当第１四半期累計期間
（自 平成29年４月１日
　　至 平成29年６月30日）

従業員給与及び賞与 72,809千円 73,325千円

賞与引当金繰入額 30,809 28,141

退職給付費用 6,617 6,783

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、下記のと

おりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

現金及び預金勘定 1,128,336千円 1,515,661千円

関係会社預け金勘定 3,309,968 3,713,823

現金及び現金同等物 4,438,305 5,229,485

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年４月27日

取締役会
普通株式 52,168 10.0 平成28年３月31日 平成28年６月８日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年４月26日

取締役会
普通株式 52,167 10.0 平成29年３月31日 平成29年６月２日 利益剰余金
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（持分法損益等）

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、システム検証事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 33円28銭 29円32銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 173,599 152,932

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 173,599 152,932

普通株式の期中平均株式数（株） 5,216,756 5,216,735

（注）１．前第１四半期累計期間及び当第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【その他】

平成29年４月26日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

（イ）配当金の総額…………………………………………52,167千円

（ロ）１株当たりの金額……………………………………10円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……………平成29年６月２日

（注）平成29年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年８月４日

株式会社ベリサーブ

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 古山　和則　　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 富田　亮平　　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ベリ

サーブの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第17期事業年度の第１四半期会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ベリサーブの平成29年６月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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